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（仮称）亀山市待機児童館（認可外保育所）運営業務委託仕様書 

 

 亀山市（以下「市」という。）において発注する（仮称）亀山市待機児童館（以下「児童館」という。）

の運営に係る委託契約は、次により行うものとする。 

 

１．業務名  （仮称）亀山市待機児童施設（認可外保育施設）運営業務 

 

２．業務場所 亀山市亀田町４６６番地１９ 

 

３．業務内容 

市内待機児童等の一時的な保護としての保育及び医療センターの医療職が扶養する就学前児童を合

わせて保育する。 

 

４．委託期間 

契約締結日から平成２７年３月３１日までとする。ただし、運営開始は、平成２４年１月４日から

とし、契約締結日から平成２４年１月３日までの期間は、開設準備期間とする。 

 

５．委託施設の概要 

（１）施設種別 認可外保育施設 

（２）利用部分 ２階建てのうち１階部分（延床面積８９４．９４㎡以内うち５５６．２４㎡） 

（３）主要な室 乳児室(ほふく室)１、保育室２、調乳室１、事務室１（和室あり）、便所２（うち乳

児用１）、沐浴室１、その他（屋外遊戯場５０㎡程度） 

（４）収容規模 ６０名（０～１歳１１名、２歳２２名、３歳以上２７名） 

 

６．委託業務の概要 

（１）業務内容（業務の範囲） 

   受託者は、企画提案書で提案した内容に従い、運営指針（ガイドライン）を作成し次の業務を

実施するものとする。また、企画提案書において、平均的な基準を満たさなかった事項及び選定

委員から指摘があった事項は、是正して実施するものとする。 

ア 保育所の運営に関する業務（市長の権限に属するものを除く。） 

イ 施設の維持保存に関する業務 

ウ その他市長が必要と認める業務 

なお、受託者の業務内容の範囲を越える業務については、市が実施するものとする。 

（２）基本的条件 

ア 募集児童 

（ア）入所させる児童は、原則として市が募集するものとする。ただし、市、亀山市立医療セン

ター及び受託者で調整を行う。 

（イ）入所させる児童数は、昼間で０歳３名、１歳６名、２歳６名、３歳以上若干名、夜間で０
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歳３名、１歳又は２歳合わせて６名、３歳以上若干名を超えない範囲とする。ただし、保育

士の配置に影響の無い範囲で、各年齢間の入所児童数を調整できるものとし、実際の入所児

童の状況に合わせて、できる限り柔軟な対応を行うものとする。 

イ 入所児童 

原則として０歳（６カ月）から３歳未満の乳幼児（市が募集し入所決定した乳幼児）とする。

ただし、院内保育等の場合、３歳以上の児童も受け入れるものとする。 

ウ 開所時間 

通常保育は午前７時３０分から午後６時３０分までとする。また、院内保育については、亀

山市立医療センターとの調整により、一時保育及び夜間保育（週２回程度）を実施する。なお、

病（後）児保育は実施しないものとする。 

エ 閉所日 

日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日、１２月２

９日から翌年１月３日までの日とする。ただし、院内保育等の利用がある場合は、この限りで

ない。 

オ 給食 

（ア）給食は、昼食のほか、乳児用ミルク及びおやつを用意するものとし、当該事業の再委託

又は外部搬入を可とする。また、夜間保育実施時には、夕食及び朝食も用意するものとす

る。 

（イ）食物アレルギー対応食の実施と食育の充実を図り、事前にメニューを提出し、市の了解

を得るものとする。 

（ウ）食物アレルギー対応食の実施が不可能な場合は、代替案を提示し、保護者の了解を得た

うえで市の了承を得るものとする。 

カ 保護者負担 

保育料のほか市長が定める実費徴収金（給食費等）は、市において徴収する。 

キ 職員配置 

（ア）入所する乳幼児数に応じて児童福祉法に基づく「児童福祉施設最低基準」を遵守した職

員を配置すること。ただし、必要に応じて、受託者で最低基準以上の配置を行うことがで

きるものとする。 

（イ）職員の募集、面接、採用、新任研修に係る事務については、すべて委託者が行い、配置

前に職員の履歴、資格取得状況等の詳細書類を市へ提出して了解を得るものとする。 

（イ）保育所長については保育所（園）での勤務が１０年以上で保育所（園）長又は責任のあ

る主任的保育士としての勤務が３年以上の者とし、保育士については、保育所勤務が５年

以上の者と３年以上の者をそれぞれ１名以上置くものとする。 

（ウ）保育に従事する職員は、すべて保育士の有資格者とし、福利厚生、内外部の研修を受託

者にて実施すること。また、年度毎に研修計画書を市へ提出するものとする。 

ク 保健・安全 

（ア）児童福祉施設最低基準に準じ、児童に年２回の健康診断を実施する。 

（イ）受託者は、月１回避難訓練を実施する等、消防法に定められた事項を遵守する。 
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（ウ）保育業務従事者の健康管理は受託者が行うものとする。 

ケ 事故対応・報告 

受託者は、損害賠償保険に加入し、児童の事故が発生しないよう万全の対策を講じ、亀山市

及び医療センターはこれに協力するものとする。万一、事故が発生した場合、受託者は速やか

に亀山市及び医療センターに報告するとともに誠意をもって対処するものとする。 

コ その他 

（ア）保育所の安全管理及び衛生管理については、法令等や施設の特性により児童及び職員の

安全と衛生の確保に努めること。 

（イ）県が実施する監査等に協力し、その指導及び指示に従うこと。 

（ウ）市、保護者及び受託者との３者で定期的に会議を開催し、保育の充実を図ること。 

（エ）セキュリティの対応、緊急時の対応マニュアル、緊急連絡体制を保護者に提示すること。 

 

７．費用負担の区分 

保育所運営業務に伴う費用等の負担は、次のとおりとする。 

（１）市が負担する費用等 

ア 電気・水道・ガス等の光熱水費 

イ 施設又は備品の修繕等の維持管理費用 

ウ 運営開始当初に必要な備品及び消耗品 

オ その他、市が負担すること事が相当と考えられる費用等 

（２）受託者が負担する費用等 

ア 業務に従事する職員に係る費用（福利厚生、教育訓練等を含む。） 

イ 運営開始後に必要な消耗品、備品、保育材料等（ただし五千円以下のものに限る。） 

ウ 事務及び通信に係る費用（設置工事、通信機器設定に係る費用を含む。電話機、ファクシミ

リ、パソコン、複写機等の調達は、受託者にて対応のこと。） 

エ 損害保険料 

オ 給食の提供に係る費用 

カ その他、市が負担すること事が相当と考えられる費用等以外の費用等 

 

８．委託料の支払条件 

（１）原則として運営開始日（平成２４年１月４日）以降からの月払いとする。ただし、開設準備期

間（契約締結日から平成２４年１月３日まで）に係る必要経費を１０万円の範囲内で別途支払う

ものとする。 

（２）原則として、前金払い及び部分払いは、行わないものとする。 

 

９．市と受託者の役割分担 

市と受託者の役割分担は、原則として次のとおりとする。ただし、次の表に定める事項に疑義があ

るとき又は定めのない事項については別途協議する。 
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項 目 市 受託者 

認可外保育施設に対する指導監督 ○  

入所及び保育料の決定事務 ○  

保育料の徴収 ○  

保育所運営（職員採用、保育内容の調整と利用者へのサービス

提供） 

 ○ 

 

施設の維持管理（施設の保守点検・法定点検） ○  

〃 （日常の施設管理）  ○ 

包括的な管理責任 ○  

一時的な災害への対応  ○ 

保育所の管理下における損害賠償保険加入  ○ 

安全衛生管理  ○ 

保育に係る苦情等の対応  ○ 

 

１０．運営及び施設使用上の注意事項 

（１）受託者は、運営にあたって施設を改造してはならない。ただし、通信設備に係る工事を行う場

合は、市の了解を得て行うことができるものとする。 

（２）受託者は、保育運営するにあたって、善良なる管理者の注意義務をもって、施設を常に良好な

状態に維持管理するものとする。また、施設利用者の被災又は施設に災害があった場合は、迅速

かつ適切な対応を行い、速やかに市に報告しなければならない。 

（３）受託者の故意又は過失、契約書等に定められた管理を怠ったことによる施設及び設備を棄損又

は滅失したときは、受託者は直ちに原状回復し、その損害を賠償しなければならない。ただし、

市長が特別な事情があると認めた時は、その全部又は一部を免除することができる。 

（４）その他細目的事項は、協議のうえ、定めるものとする。 

 

１１．法令等遵守事項 

（１）受託者は保育所運営に関する法令等及び亀山市条例等を遵守しなければならない。 

（２）認可外保育施設指導監督の指針及び認可外保育施設指導監督基準（平成１４年７月１２日雇児

発第０７１２００５号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を基本として、保育所運営を実

施するものとする。 

（３）保育所の運営については、児童福祉法その他国の保育所通知等関係法令通達に適合すること。 

（４）受託者及び保育業務従事者は、業務の履行に当たって知り得た情報を第三者に漏らしてはなら

ない。 

（５）市が取り組んでいる地球温暖化防止対策等環境対策等の環境施策に協力し、省エネ・省資源等

に努めるものとする。 

 

１２．記録、文書の保存・管理 

受託者は、本業務に必要な記録、文書を体系的に整備し、作成日、保存年限等を明らかにしたう
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えで、保存し、管理しなければならない。また、様式等については、「児童票の手引き（三重県保育

協議会）」に準拠するものとする。 

（１）保育している児童の状況を明らかにする帳簿等（在籍児童及び保護者の氏名、児童の生年月日

及び健康状態、保護者の連絡先、児童の在籍記録等） 

（２）児童の日常の状況を明らかにする記録（保育日誌、身体の記録簿、入所児の出欠記録簿等） 

（３）労働基準法等その他法令において備え付けが義務づけられている帳簿等（労働者名簿、賃金台

帳、雇入、解雇、災害補償、賃金その他労働関係に関する重要な書類等） 

（４）その他、市と受託者において必要と定めた書類 

 

１３．その他 

（１）受託者は、市が実施する管理運営上必要な事務事業にできる限り参画するものとする。 

（２）受託者は、事業の継続が困難となった場合又はその恐れが生じた場合には、速やかに市に報告

するものとする。また、事業の継続が困難と認められる場合、恒常的な入所児童数の減尐によっ

て運営規模が縮小し、全く回復が見込めないような場合は、市と受託者が協議のうえ、当該契約

内容を見直すものとする。 

（３）本仕様書に記載されていない事項については、双方協議して定めるものとする。 


